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国民健康保険においては、運営が不安定なものとなりがちな制度の改善を図るため、平成３０年度に、

国による財政支援の拡充と財政運営の都道府県単位化を主な内容とする制度改革が行われ ました。この改

革が目指すところのひとつは、都道府県内の市町村における保険料水準の統一であり、兵庫県及び県下４

１市町では、同じ所得水準、同じ世帯構成であれば同じ保険料とする「保険料率の完全統一」を目指して、

平成３０年度以降、さまざまな取組を進めてきました。また、令和６年から１１年度までの第３期計画に

おいて、市町の標準保険料率への移行目安時期を令和９年度とすること、保険料率の完全統一を原則令和

１２年度とすることが明記されました。

現在は、保険料水準統一の時期を定め、統一後の事業のあり方について県と市町で詳細な協議を行うとと

もに、統一の達成に必要な事項に取り組んでいるところです。

１.兵庫県国民健康保険運営方針について
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１.兵庫県国民健康保険運営方針について

令和７年度
洲本市国民健康保険運営協議会資料
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令和８年度中の改正内容

〇兵庫県における保険料(税)及び一部負担金に係る減免基準の統一に伴う条例等の改正

〇任意給付（結核医療付加金）の廃止に伴う条例改正

１.兵庫県国民健康保険運営方針について



概要

 保険料（税）及び一部負担金の減免については、各市町において法令や国の通知に基づき条例や要綱

で基準を定め、被保険者の生活実態等に即して適切に運用が行われています。令和９年度に標準保険料

率の開始、令和１２年度に完全統一の予定のため、全市町が統一基準に基づいて減免を行うことを目指

すこととし、令和５年度に県内１４市町で構成する減免統一検討チームを設置するなど、統一基準の策

定や運用の開始に向けた検討や協議を行ってきたところ、令和７年３月に、統一基準に基づいて減免を

行うことについて、全市町で合意しました。引き続き、令和９年度までに全市町で統一基準による減免

を実施、令和１２年度に市町独自の減免の廃止（市町⾧が特別に認めるものを除く）を目指し、全市町

での合意形成に向けて、議論を進めております。

【本市の対応】

 ・洲本市国民健康保険税の減免に関する規則の改正

 ・洲本市国民健康保険一部負担金の減免及び徴収猶予取扱要綱の改正 6

２.兵庫県における保険料(税)及び一部負担金に係る減免基準について



スケジュール

・令和 ８年 ８月２４日 ：第１回洲本市国民健康保険運営協議会開催（事前説明）

・令和 ８年１０月下旬 ：県より条例参考例、規則参考例の提供

・令和 ８年１２月 ：洲本市国民健康保険税の減免に関する規則の改正

：洲本市国民健康保険一部負担金の減免及び徴収猶予取扱要綱の改正

・令和 ９年 １月 ：第２回洲本市国民健康保険運営協議会開催（報告）

・令和 ９年 ２月 ：各医療機関・市民への周知
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２.兵庫県における保険料(税)及び一部負担金に係る減免基準について



３.任意給付（結核医療付加金）の廃止について
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結核付加金制度の概要

1.「亡国病」からの脱却と公費負担の始まり

 明治時代から昭和20年代にかけて、結核は日本の死亡原因の第1位であり、「国民病」「亡国病」と恐
れられていました。
1951年（昭和26年）に結核予防法が制定され、国による本格的な対策が開始されました。それに伴い、
結核患者の医療費負担を軽減するため、医療保険と公費によって医療費の大部分（通院の場合は95%）
を負担する公費負担制度が確立されました。

 2. 結核付加金の創設

 1995年（平成7年）の結核予防法改正：結核に係
る公費負担医療が「公費優先」から「保険優先」
へと移行しました。

 付加金の創設：公費優先から保険優先へ移行した
ことによる患者の負担増を和らげるため、この法
改正に合わせて「医療付加金（結核）」が創設さ
れました。これにより、保険負担70％、公費負担
25％、自己負担5％（または自治体による助成 ）
といった負担割合が組まれました。

区分 負担割合 財源・負担者

保険負担 70％ 国民健康保険

公費負担 25％
都道府県・国
（感染症法第37条の2）

自己負担 5％ 本来は自己負担

結核医療付加金
5％

（全額支給）
市国保の独自財源
(今回廃止）

結核付加金制度の概要

1. 結核の歴史と公費負担の始まり

 背景: 明治〜昭和20年代、結核は日本の死因トップ。

 1951年: 「結核予防法」が制定され、国の本格的な対策がスタートしました。

 支援: 患者の負担を減らすため、医療費の大部分（通院は95%）を国がカバーする公費負担制度ができま
した。

2. 医療費ルールの変更と「付加金」の誕生

 1995年: 結核予防法が改正され、「公費優先」から「医療保険優先」に変わりました。

 付加金の創設: この変更による患者の負担増を防ぐため「結核付加金」が作られました。

 負担割合: 保険70%、公費25%、自己負担5%（自治体の助成あり）という仕組みになりました。

3. 法律の統合（2007年）

 2007年4月: 結核予防法が廃止され、「感染症法」へ統合されました。

 現在: 結核は他の感染症と同じ枠組み（第二類感染症）で管理されています。

結核付加金制度の歴史

 3. 結核予防法の廃止と感染症法への統合（平成19年）

 2007年（平成19年）4月1日：結核の治療体制を他の感染症と同様の枠組みで管理するため、「結核予
防法」が廃止され、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）」に統合
されました。

 これ以降、結核も感染症法の第二類感染症に位置づけられました。
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洲本市の結核医療付加金

 洲本市国民健康保険条例第８条に基づき、結核医療を受けるときは、その医療に要する費用の額のう

ち当該被保険者が負担すべき額に相当する額を結核医療付加金として支給すると規定されています。

 洲本市国民健康保険条例【抜粋】

第８条 被保険者が、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第

114号）第37条の２の規定により、医療を受けたときは、その医療に要する費用については、結核

医療付加金として一部負担金相当額を支給する。

３.任意給付（結核医療付加金）の廃止について
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結核医療付加金の実績

年度 予算額 給付件数 支給額

令和７年度 50,000円 0件 ０円

令和６年度 50,000円 0件 ０円

令和５年度 50,000円 3件 1,673円

令和４年度 50,000円 12件 7,180円

令和３年度 50,000円 3件 3,429円

３.任意給付（結核医療付加金）の廃止について
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結核医療付加金を廃止する理由

全国的な動き

・現在、結核患者の医療費は国保と公費で大部分が賄われますが、残りの自己負担分を自治体独自の「付加金」と
して支給されてきました。

・近年では、制度の持続可能性や都道府県単位での国民健康保険制度の安定化（標準保険料率の統一など）を図る
観点から、全国的にこの任意給付を廃止する動きが進んでいます。

兵庫県の動き

兵庫県と各市町において兵庫県下における将来の保険料のあり方について議論を行い、『兵庫県における保険料
水準の統一に向けたロードマップ』を策定しており、その中で、県下各市町の保険料率の完全統一を実現するにあ
たり、市町ごとのサービスの標準化を行い、市町間のサービスの公平性を確保するため、令和８年度末までに廃止
するとされました。

・結核の罹患率や死亡率が高かったが、戦後、ワクチンや生活水準の向上により、感染者数、死亡者数や死亡率が
低下しており、対象者が減少している。

・結核医療付加金がなくても、医療費については保険者と都道府県が１００分の９５に相当する額を負担してお
り、通常の医療よりも負担が少ない。

以上の理由により、医療付加金（結核）を廃止するものとします。

３.任意給付（結核医療付加金）の廃止について
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スケジュール

・令和 ８年 ８月２４日 ：洲本市国民健康保険運営協議会開催（廃止について説明）

・令和 ８年１２月 ：国保条例改正（結核付加金廃止）議案提出

・令和 ９年 ２月 ：各医療機関・市民へ周知

３.任意給付（結核医療付加金）の廃止について
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